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要 旨 

コロナ危機を経て、改めて日本企業においてデジタルトランスフォーメーションの重要性

が再認識される中、出社を前提とする働き方が見直されてきた。さらに、リモートワークの

普及拡大により、若い世代を中心として柔軟な働き方へのニーズが顕在している。これ

までの先駆的な研究では、オフィスへの出社減少によるコミュニケーションの低下が知的

資本や社会資本を弱体化させるといったリスクが見つかっている。またパーパス（存在意

義）が不明瞭な組織において、若い世代の求心力が低下し、離職が危惧されている。

我々はこのような問題意識から、経営者がワークプレイスを検討するにあたり、単に作業

する環境を整えるという発想だけではなく、従業員の多様な価値観を受け入ることが大

切ではないかと考えた。そこで当研究会は従業員のウェルビーイングに影響を及ぼす原

因を明らかにし、その経営課題を解決する職場の在り方や新たな働き方を検討した。そ

の結果、明確な企業文化を有する職場が企業のパフォーマンスを向上させるために不

可欠であるとの結論を得た。したがって、オフィス家具業界は、企業の成⾧を支援すべく、

経営者と従業員の心理的な距離が縮まるワークプレイス*を普及させていきたい。 

 
*ワークプレイスの定義 

本報告書で定義されたワークプレイスとは、働く空間という物理的な意味だけでなく、明確な企業文化で占められる場所の意味を含む。 

目 次 

日本経済の低迷 ..................................................................................................... 3 

終身雇用制度の崩壊 .............................................................................................. 4 

ハイブリッドワークの定着 ............................................................................................. 5 

これまでのオフィスの役割 ............................................................................................ 6 

ウェルビーイングに与える影響 ..................................................................................... 7 

ヒトを活かすパーパス経営 .......................................................................................... 8 

パーパスとイノベーション .............................................................................................. 9 

企業を成⾧に導くワークプレイスとは .......................................................................... 10 

展望 ..................................................................................................................... 11 

活動報告 .............................................................................................................. 11 

 

本報告書について 

この報告書は JOIFA の未来のオフィス市場研究会が 2020 年 6 月から 2023 年

4 月までに行った研究成果をまとめたものである。 
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日本経済の低迷 

バブル崩壊後、デフレーションに似た経済状況の経験が強く意識された結果、賃金や

物価は上がらないものと考える規範が形成され、根強く定着した。そのため、成⾧を続け

る世界経済から日本は置き去りにされた。事実、多くの日本企業は過度の価格競争に

陥り疲弊している（図 1） [1] [2]。 

価格競争が激しい業界では、同

業他社より低い価格で商品を提供

し、付帯サービスを無料とすることに

よって競争優位を築こうと努力す

る。しかし、価格を下げることで利益

率が低下し、経営に悪影響を及ぼ

すとともに、業界全体の収益性を損

なうリスクがある。なお価格競争は

商品の品質や性能の差が小さい時

に起こる。価格競争に陥る要因は、

そもそも差がないモノに対して独自性を強調することで差別化を図ろうとすることによる。 

過去の日本市場を振り返れば、ユーザーが説明書なしには理解が難しい高品質で

多機能な商品がその代表である（逆にユーザーフレンドリーな商品の代表として

iPhone が挙げられる）。したがって日本企業は、価格競争からいち早く脱却し、ユーザ

ーフレンドリーな利益率の高い付加価値を生み出していかなければならない。 

企業が行なう投資は、有形資産と無形資産に分けられる。有形資産への投資は生

産設備などの物理的な資産に対する投資を指す。無形資産への投資は、研究開発

（R&D）など、企業が競争優位性を獲得するに必要なイノベーションを促進する投資

を指す。 

近年、米国は、世界に先駆けて

経済成⾧の道筋を示し、国内企業

が競争優位に進めていくため、無形

資産への投資比率を伸ばしていっ

た。特筆すべきこととして、2020 年

における米国の企業価値に占める

有形資産と無形資産の割合は

90%が無形資産であった（S&P 

500）。同様に欧州は無形資産の

割 合 が 74 ％ と 高 く （ S&P 

EUROPE 350）、日本は 32%と欧米に比べ無形資産の割合が格段に低かった

（NIKKEI 225）（図 2） [3]。日本における無形資産投資の特徴について言及

すれば、R&D の比重が欧米と比べ高いが、ブランドや組織改革あるいは人的資本への

投資が低いことが明らかとなっている。 

ここで明らかなとおり、日本企業がイノベーションを追求するために、「モノ」 への投資

から 「ヒト」 への投資へ積極的な改革が必要であると考えられている。すなわち、新しい

価値を生み出し、競争力を高めるための重要な要素は言うまでもなく 「ヒト」 である。

 

図 1. 主要先進国における一人当たりの実質賃金の推移 

 

図 2. 企業価値に占める無形資産と有形資産の割合 
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なお従来は、「モノ」、「コト」、「ヒト」

のようなモノの大量消費を起点とす

る価値づくりであったが、今後は「ヒ

ト」、「コト」、「モノ」のような、ヒトを中

心とする課題解決のための価値づく

りが求められる。そのゆえ、日本企業

は、従業員が提案する新しいアイデ

アやアプローチに対する受容性を高

めることが望まれ、オフィスでは従業

員が組織目標に対して共感・共鳴

する状態、つまり帰属意識の醸成が

重要である（図 3） [4]。 

さらに若い世代の採用にあたって

は、自社の商品力のアピールに留ま

らず、未来の社会課題の解決に自

社が率先して行動しているといった

パーパス（存在意義）を伝える重

要性が問われている（図 4） 

[5]。ただし残念なことに、これまでの

日本企業は伝統的な価値観や、

上下のヒエラルキーが強い組織文化

が強く根付いるために、若い世代は硬直した組織に嫌気がさし、外資企業やベンチャー

企業などへの転職が増加しているといった現実がある [6]。 

 

終身雇用制度の崩壊 

最近、日本企業は雇用形態が多様化し、終身雇用制度の崩壊が進んでいる。終

身雇用は従業員が一度、採用された会社で定年まで働き続けることができる雇用形態

である。これまで終身雇用は経営側と労働側の⾧期的な安定を図るための重要な制

度とされてきた。しかし、近年のグローバルな競争の激化によって、多くの企業では、多様

で柔軟な働き方を選択できる雇用形態が求められ、以前にも増して従業員は自身のキ

ャリアプランを真剣に考えることが必要となってきた [7]。この変化の兆しは、前提として

企業側と従業員の間で、ワークのみ

ならず、ライフに係る価値観の共有

が不可欠であることを暗示している。 

例えば仕事と育児を両立するた

めには、企業はリモートワークやフレッ

クスタイムなどにより、働く場所や時

間に柔軟性を持たせることが重要で

ある（表 1） [8]。実際、雇用に

おける平等な機会確保に向けて、

 

図 3. オフィスと在宅勤務の違いに関する従業員意識調査 

 
図 4. 企業のパーパスを重視して入社する割合 

表 1 妊娠・出産を機に退職した理由 （複数回答） 
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企業の男性従業員が子供の成⾧

に関わるようにするため、育児休業

取得率の向上が行政の課題として

挙げられている（図 5）。また、新

入社員は在宅勤務の導入に伴って

オフィスに行く機会が減少し、上司や

同僚との雑談がとりにくいため、例え

ばチャットなどを活用してコミュニケー

ションの強化や促進が求められる 

[9]。厚生労働省の調査によれば、

職場の人間関係やコミュニケーション

の円滑化が働きやすさの向上につながることが証明されている [10]。そのほか、有休が

取りづらい職場風土や不定期な休日出勤あるいは会社都合による過度な残業など、

悪しき労働慣行が残る会社は、若い世代から避けられる対象となり得る。 

加えて、多様な価値観を有する優秀な人材を引きつけるためには、DEI（多様性

（Diversity）, 公平性（Equity）, 包括性（Inclusion））の観点より、全ての

従業員が差別や偏見によって制約されることなく、それぞれのキャリアプランや能力に応じ

て成⾧や昇進の機会を得ることができる職場が求められる。多様な背景や経験を持つ

従業員が組織内で働くことは、組織のパフォーマンスやイノベーションにポジティブな影響

をもたらすとともに、多様な視点でニーズを理解することにつながるため、新たな市場機

会の発見に貢献すると言われている [11]。したがって、人事制度や評価プロセスを見

直すとともに、多様で柔軟な働き方を提示し、若い世代や異業種からの転職者など、

多様な人材を活かす経営が望まれる。 

 

ハイブリッドワークの定着 

新型コロナウイルス（COVID-19）によるパンデミックの発生が契機となり、在宅勤

務が世界で広く普及した。しかし、⾧期にわたる在宅勤務の影響は不明であり、これま

での研究から従業員のウェルビーイングに対して潜在的なリスクをともなうことが考えられ

ている（表 2） [12]。例えば、リモートによる会議数やその時間の著しい増加が、従

業員の生産性を低下させ、燃え尽き症候群（今まで熱心に仕事に取り組んでいた人

が、熱意や意欲を失ってしまう様態）を誘発させる可能性がある [13]。実際、従業

員の脳波等を測定した研究報告で

は、対面による会議と比較してリモ

ートによる会議では、ストレスが高ま

ることが明らかになっている [14]。

また、オフィスにおける同僚間の何

気ない会話が著しく減少し、ヒトとヒ

トのつながりが希薄に感じられ、昇

進の機会が損失するとの報告があ

る [15]。さらに在宅勤務の比率が

高くなるほど、職場内の偶発的なコ

 

図 5. 日本企業における育児休業取得率の推移 

表 2 ハイブリッドワーク定着に向けた代表的な課題 
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ミュニケーションや地域社会とのインターラクションの機会が減少し、イノベーションに悪影

響を及ぼすことが危惧されている [16]。その裏付けとして、物理的な距離とコミュニケー

ションの頻度に相関性があることが分かっている [17]。また、空間の物理的な距離が、

コラボレーションによる知識創造プロセスで、重要な役割を果たすとの報告がある [18]。

一方で、在宅と出社の最適な比率が存在することが報告されている [19]。 

現在は、在宅と出社を組み合わせたハイブリッドワークが確実に定着しつつある。

2023 年 2 月のファイナンシャル・タイムズを参考にすれば、ハイブリッド型勤務の進展に

よって米国では 2030 年までに約

1 億平方メートル（全米のオフィス

空間の約 4 分の 1 が既に需要の

実態にそぐわなくなっており、60%

が陳腐化のリスクに直面している）

のオフィスの余剰空間が発生するこ

とが予想されている。この傾向は欧

州やアジアにも見られると言われて

いる [20]。また、2023 年 3 月に

おけるオフィスの空室率が高い世

界主要都市を示す（図 6） 

[21]。良く言われることに、「日本の未来は米国を見ればわかる」 という前提に立脚す

れば、このような米国の危機が、対岸の火事だと思うのではなく、その根本的な原因を

探り、我が国の潜在的なリスクへの対応を見極めておくことが望まれる。 

リモートワークに必要なデジタルツールの更なる技術的進歩がハイブリッドワークを後押

しする可能性がある。例を挙げれば、すでにGoogleは複雑な装置を必要とせず、単一

のカメラだけでリモートでつながった人々があたかも一緒にいるような 3D 通話の技術を開

発している [22]。さらに、Apple は VR/AR ゴーグルを開発し、空間コンピューティング

技術の確立を目指している [23]。このように、技術的な発展の余地を鑑みれば、先

進国と比較してハイブリッドワークについて消極的な日本の現状は、国際競争力の更な

る低下につながっていく可能性がある。したがって、ハイブリッドワークへの移行に伴う働き

方や職場環境に関するリスクを見極めつつ（表２参照）、最終的に企業のパフォーマ

ンスに与える影響のメカニズムを明らかにする必要がある。 

 

これまでのオフィスの役割 

パンデミック以前のオフィスは生産性などを高めるために必要であるとの認識が一般的

通念であり、先進企業を中心に ABW（Activity Based Working）などの働き方が

広がりつつあった。ABW とは、仕事の内容に合わせて、働く場所を自由に選択する働き

方を指す [24]。それゆえ、企業は、主要都市にオフィス・スペースを確保し、多くはコラ

ボレーションを促すソリューションに投資してきた。そのような投資の決定プロセスにおいて

は、コミュニケーションの促進やフリーアドレスあるいはコワーキングなどがキーワードとして挙

げられた。一方、在宅勤務の経験を通じて、多くの従業員が⾧時間の通勤から解放さ

れ、より柔軟なワークライフバランスの実現ができることに気がついた（図 7） [25]。ま

た、多くの経営者は、場所の制約にとらわれない有能な人材の確保ができ、生産性を

 

図 6. オフィス空室率が高い世界主要都市 
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維持したまま、不動産コストを大幅

に削減できると考えるようになった 

[26]。このような社会の反応はこれ

までのオフィスの役割に対し、⾧年

抱き続けてきた前提が疑問視され

ている証左である。言い換えれば、

仕事を中心とする働き方だけでは

十分ではないことを意味している。 

実際、コロナ禍で企業の優れた

人材は、個人や家族のウェルビーイ

ングを保ちつつ、世の中の変化にい

ち早く対応して成果を挙げるため、

自由に住む場所と職場を選ぶことができる働き方に移行した例が多く存在する [25]。

この働き方は、経営側と従業員側の双方に利点があり、今後、採用できる人材の質に

も影響を及ぼす。したがって企業は、従業員個々のライフスタイルを踏まえ、働き甲斐な

どのウェルビーイングが高まる新たな働き方について検討を重ねていくことが重要である。 

 

ウェルビーイングに与える影響 

国際連合が発行する世界幸福度報告書 2021 によれば、コロナ禍の労働市場にお

ける明らかな変化として、仕事に対する価値観が挙げられている [27]。具体的には、

「なぜ働くのか」 という問いの答えを

若い世代が探し求めている。従来

の一般的な答えは、「仕事はお金

を得るために必要なこと」 であった。

しかし、最近では、「自己の更なる

成⾧」 や 「ヒトや社会とのつながり

の確保」 などのようにウェルビーイン

グを軸に働くことの意義を考えてい

る若者が増えている。これは、若者

において収入が主な指標から外れ

るということではなく、相対的な観点

で非金銭的な価値の重要性が見

直されていることが報告されている

（日本の失業者に関する調査デ

ー タ よ り 考 察 さ れ て い る （ 図 

8）） [27]。また、ギャラップ社の

エンゲージメントに関する結果によ

れば、日本を含む東アジアで、「前

向きに仕事に取り組んでいる」 割

合は 10%以下であり、各国と比

較しても低水準であり、日本企業のウェルビーイングの改善余地は大きいと考えられてい

る（図 9） [28]。 

 

図 7. 遠隔地勤務制度を利用したい理由 

(円グラフ;通勤県外に居住しそこからテレワークで 

勤務する「遠隔地勤務」をしてみたいですか?) 

 

図 8. 性別及び雇用形態別における生活満足度 

 

図 9. 世界におけるエンゲージメントに関する調査 
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ウェルビーイング研究の権威であるオックスフォード大学・ウェルビーイングリサーチセンタ

ーの Jan-Emmanuel De Neve 教授の研究では、ウェルビーイングに影響を与える重

要な要素として、ヒアリングした多くの従業員は 「給与」 が大事であると考えていたが、

実際の解析結果では 「帰属意識」 が最も重要であった（図 10） [29]。このギャッ

プは、経営者が従業員との間でより良い関係を築くことが、従業員のウェルビーイングを

向上させる上で重要であることを明

示している。将来的には、デジタル

技術の発展などによる新しい働き

方を検討するにあたり、帰属意識

など社会資本ストックを可視化する

ことが求められる。なおストックとは、

ヒトや社会との繫がりの資源を意

味している。したがって、エンゲージ

メントを向上させるためには（前向

きに仕事に取り組むためには）、そ

の前提となるウェルビーイング（帰

属意識の醸成）に着目し、例えば、従業員各々に対して会社が常に気にかけているメ

ッセージを送ることなどが大事である。さらに仕事を通じて得られる交友関係など、社会

資本ストックを増やす職場環境づくりが切実に望まれる。 

 

ヒトを活かすパーパス経営 

ISO37000 に よ れ ば 、 パ ー パ ス は  「 A purpose as the company’s 

meaningful reason to exist（企業が存在する意義ある理由）」 と定義され、株

主や従業員の利益のみならず、人間や地球の問題に対して有益なソリューションを生み

出すことだと考えられている（表 3） [30]。例えば東京通信工業株式会社（現在

のソニーグループ）の設立趣意書に

は、「真面目なる技術者の技能を、

最高度に発揮せしむべき自由闊達に

して愉快なる理想工場の建設」 との

一文がある。この想いの下、安価で低

品質という戦後の日本製品に対する

世界の認識を変えた。また、株式会

社本田技術研究所（現在の本田

技研工業株式会社）の本田宗一

郎氏は、「遠くへ買い出しに行く妻を

思い出し、これができたらよろこぶだろう」 との想いで、自転車の補助動力を発案し世界

の Honda に発展した。そのほかパナソニックの松下幸之助氏や京都セラミックの稲盛和

夫氏など、日本企業の先人達の経営を振り返れば、直接、パーパスについて言及して

いないが、ヒトを活かす経営を実践してきた事例は枚挙にいとまがない。 

現在においても多くの経営者がパーパスを改めて定義し策定している。しかし、このよ

うな素晴らしい先人達の事例があるにもかかわらず、残念ながら企業の中には、企業名

 

図 10. ウェルーイングの推進力に関する分析 

表 3 コーポレート・パーパスの定義 
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が横に添えられていないと一見どの会社のパーパスか分からないような表層的なモノも見

かけられるようになった [31]。元々パーパスを策定し実行することは容易なことではない。

さらに言及すれば、経営者が世界の未来を見据えながら、ステークホルダーに配慮して、

自社の過去を見つめ直さなければ、決して意志のあるパーパスにはならないことを自覚す

べきである。 

現在も続く日本経済の停滞を鑑

みれば、不明瞭なパーパスの下、経

営者と従業員の心理的な距離がま

すます離れているように思われる

（JOIFA インタビューから日本企業

の現状が伺える）（表 4）。それ

ゆえこのような現状から抜け出し事

業を改革していくには、経営者が従

業員との距離を縮めることの重要性

について改めて気がつく必要があ

る。さらに、経営者から従業員に働

きかけなければ距離は縮まらず、信

頼関係が構築できなければ、パーパスを語ったところで響かない。 

例えば、創業当時は、「我々が世界をより良い方向に導きたい」 といった大志を抱き、

やる気に満ち溢れ、経営者と従業員の距離は非常に近い。しかし、企業の成⾧過程に

おいて両者の距離は徐々に遠くなり、ほとんどコミュニケーションがなくなり、最終的に従業

員はその企業で働く意義を見出せなくなる。一方、組織のパーパスが明確で浸透してい

れば、従業員が自らの行動を組織のパーパスと重ねて調整することができる。ここで大切

なことは、人間は誰しもヒトや社会とつながりたいといった本能的な帰属欲求を有してい

ることである。帰属意識を持つことで、従業員は安心感を得るとともに、自立性（決めら

れた役割をこなすだけでなく、自ら考え主体的に行動に移すこと）が高まることが分かっ

ている。つまり、パーパスの策定を通じて帰属意識が醸成されるとともに、個人のウェルビ

ーイングも向上すると考えられる。それゆえ企業が存在する意義を明確にすることは従業

員のウェルビーイングを向上させる上で、きわめて重要である。 

 

パーパスとイノベーション 

パーパスとイノベーションの関係について専門家で議論が続いているが、パーパスがイノ

ベーションの原動力になることが考えられている [32]。具体的には、パーパスはイノベー

ションの方向性を指し示す役割を果たす。例えば、パーパスに基づいて設定されるミッショ

ンは、今後、取り組む必要があるビジネス領域や優先順位を明確にすることができる

（求心力）。さらにパーパスを踏まえ、従業員にビジョンを示すことでモチベーションを高

め、アイデアの創出や付加価値の高い商品開発を促すことができる（遠心力）。 

オックスフォード大学およびハーバード大学による最新の研究によれば、仕事に対する

パーパスや職場における幸福度などが、企業業績と有意な相関を示すことが明らかとな

っている（図 11） [33]。この結果は、創造的なイノベーションが、その背後にいる人

材のウェルビーイングによって生み出されることを示唆しているかもしれない。言及すれば、

表 4 経営者と従業員との信頼関係（インタビュー） 
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ウェルビーイングが高い職場と株価パフォーマンスとの関係性が明らかになったことで、企

業が業績を改善させるため、職場のウェルビーイングの向上を目指し、ヒトへの投資がよ

り一層、進んでいく可能性がある。したがって、職場環境づくりが従業員のウェルビーイン

グ向上を通じて、企業の業績に与える影響メカニズムを明らかにしていくことができれば、

オフィスをデザインする上で、企業価値支援に資する確かな証拠となり得る。それゆえ、

企業業績に影響を与えると考えられている経路（人間関係、創造性、採用・定着、

生産性、健康など）について、ワークプレイスとの関係性を理解する必要がある。 

企業を成⾧に導くワークプレイスとは 

我々は、上述したような課題意識から、未来のワークプレイスを考えるにあたっては、

経営者と従業員の心理的な距離を縮める新たな価値づくりが不可欠であると考える 

[34] [35]。将来的に提供すべき付加価値の高いソリューションの一つとして、経営者

が従業員の多様な価値観を受容できる新たな職場を開発する必要がある。言い換え

れば、経営者が夢や志を持ち、それを実現する姿を見せる場である。 

そこで、革新的な職場の構築に向けて、深いインスピレーションを与える日本の経営

者の良い例がある。トヨタ自動車株式会社の豊田章男氏、別の呼び名で 「モリゾウ」 

である（尊敬を込めて以後、モリゾウと呼ぶ） [36]。モリゾウはレーサーのライセンスを

取得し、自身でレーシングカーのハンドルを握り、レースにも出場している。ここで、日本の

自動車メーカーのトップ、もっと言えば世界の自動車メーカーのトップが、ヘルメットをかぶ

り、誰よりも真剣に、楽しく、命懸けでコースを走っている姿を想像してほしい。その勇姿

をみて自動車業界で働くヒトが何を想像するだろうか。おそらく 「モリゾウは本当にクルマ

が好きだ」 と思うだろう。社員であれば、トップの懸命な取組みをみて、誰よりもワクワク

するし、良いクルマを創ろうと思う人も多くいるはずだ。 

これを職場環境づくりに置き換えれば、経営者が従業員と距離を縮めるために必要と

する空間は、会議室でなければ、個室でもなく、「レース場」 である。言うまでもないが、

その職場が従業員のウェルビーイングの向上に資することは容易に想像がつく。すなわち、

経営者が困難な課題に挑戦し、それにより社員のウェルビーイングが高まる職場である。 

 

 

図 11. ウェルビーイングが高い職場と株価パフォーマンス 
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展望 

オックスフォード大学の Jan-Emmanuel De Neve 教授が言及するように、職場の

ウェルビーイングが企業の業績を向上させる上で重要な要素である。これまでオフィス家

具メーカーは、最新の色／形や環境に優しい素材または健康に配慮する機能など、多

種多様な商品を用いて、美しいオフィス・レイアウトを構築し、顧客の従業員に対して働

く環境を提供してきた。しかし、それらが職場のウェルビーイングに与える影響は不明なも

のが多い。⾧期的には、出社を強制しなければ、オフィス縮小は避けられず、きらびやか

で快適なオフィスの構築だけでは、従業員のウェルビーイングは高まらないことに強い危機

感を持つ必要がある。 

コロナの危機を通じて、働くヒトの多くはウェルビーイングの大切さに気がつき、働く意義

を改めて考え直す機会を得て、従来の延⾧上のようなオフィスに疑問を向けている。それ

では、GAFA のようにきれいで快適な空間をつくり、福利厚生を充実させることが必要だ

ろうか。しかしヒトは同じ刺激を受け続けると、慣れて何も感じなくなるため⾧続きしない。

一方、モリゾウのようにレース場での体験はどうだろうか。おそらく勇姿を見るたび強烈なメ

ッセージを受け取る。さらに従業員自身も夢や志を追いかけることを始めるかもしれない。

すなわち、職場環境を整える上で最も重要な点は、ヒトの能力を最大限に引き出すこと

にあり、その職場は社員だけのモノでもなく、ステークホルダー全体の利益に繋がっている。 

したがって今後は、総務を中心とするオフィス管理・維持のみならず、経営戦略や人

事戦略の一環として、職場環境づくりを通じて従業員のウェルビーイングを高めることが

重要である [37]。したがって、オフィス家具業界は、企業の成⾧を導くため、経営者と

従業員の心理的な距離が縮まるワークプレイスを普及させていく必要がある。 

 

活動報告 

以下のとおり、「未来のオフィス市場研究会」 活動の流れを報告する（図 12）。 

 

 

図 12. 未来のオフィス市場研究会の活動報告 
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